
地域密着型金融推進の取組みと
金融仲介機能のベンチマークの状況について

（2025年４月～2026年３月）

2026年7月

鳥取信用金庫では、地域密着型金融推進の取組みに対する基本方針及び具体的
施策を策定し、その活動を展開しております。

この度、2025年度における取組状況を取りまとめましたので、お知らせします。
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１．地域密着型金融推進の取組み

鳥取信用金庫は、２０２４年4月から中期経営計画『とりしん「未来へつなぐ変革へ

の挑戦」～人・事業者・地域をつなぐ役割に徹し、地域の持続的発展に貢献～』をス

タートしました。

この計画では、人・事業者・地域をつなぐハブとなり、地域の活性化に貢献していく

ことを使命とし、「お客さま・地域を知る」行動を通じて、お客さまとお客さま、地域

と地域、現在と未来を「つなぐ」役割を果たすことで地域金融機関として確固たる地盤

を確立することを基本理念に掲げています。

この目的を達成するため、より深化した地域密着型金融推進の実践に、役職員一丸と

なって取り組んでまいります。

1

【基本方針】



経営課題・ニーズの把握

各金融機関が、自身の事業戦略やビジネス
モデル等を踏まえて選択できる指標

各金融機関において、金融仲介機能の取
組みを自己評価する上で、相応しい独自
の指標

２．金融仲介機能の発揮に向けた取組み
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【金融仲介機能のベンチマーク】
2016年9月に金融庁が策定・公表した、金融機関における金融仲介機能の発揮状況を客観的に評価できる多様な指標です。

全ての金融機関が、金融仲介機能の取組み
の進捗状況や課題等を客観的に評価するた
めに活用可能な指標
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当金庫は、お取引企業の経営課題やニーズを把握するため、「事業性評価」を実施し、ライフステージ
に応じた支援のため、様々な取組みを行っています。

創業支援

販路開拓支援

事業再生支援

事業承継支援

ビジネスマッチング

共通価値の創造・企業価値の向上



３．具体的な取組内容について
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■地域別の取引先数

地元
地元外 全地域

鳥取県 兵庫県

2024年度 1,544先 119先 8先 1,671先

2025年度 1,497先 111先 11先 1,619先

選択ベンチマーク

■ライフステージ別の与信先数及び融資額 共通ベンチマーク

全与信先 創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期

2024年度
与信先数 1,671先 70先 162先 1,227先 94先 118先

融資残高 679億円 18億円 77億円 405億円 33億円 144億円

2025年度
与信先数 1,619先 63先 196先 1,148先 89先 123先

融資残高 682億円 21億円 89億円 407億円 17億円 147億円

※1 創業期：創業、第二創業から5年まで ※4 低迷期：売上高平均で直近２期が過去5期の80％未満
※2 成長期：売上高平均で直近2期が過去5期の120%超 ※5 再生期：貸付条件の変更または延滞がある期間
※3 安定期：売上高平均で直近2期が過去5期の120%～80%

（１）金融仲介機能の発揮へ向けた取組みの成果

※1 取引先数は、単体ベースでカウントしています。

※2 鳥取・兵庫両県の営業店の営業エリアを「地元」、営業エリア外を「地元外」と区分しています。



３．具体的な取組内容について
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■メイン先のうち経営指標の改善等が見られた先数・融資額

2024年度 2025年度

メイン先数 588先 580先

メイン先の融資残高 410億円 415億円

経営指標が改善した先数 439先 425先

共通ベンチマーク

※1 「メイン先数」は、単体ベースでカウントしています。
※2 「全取引先に占める割合」は、小数点以下第２位を四捨五入しています。

2024年度 2025年度

経営指標が改善した先
に係る融資残高

306億円 317億円

■メイン取引（融資残高１位）先数及び全取引先数に占める割合

2024年度 2025年度

メイン取引（融資残高１位）先数 637先 646先

全取引先数に占める割合 38.1％ 39.9％

選択ベンチマーク

■当金庫が関与した創業・第二創業の件数 共通ベンチマーク

2024年度 2025年度

当金庫が関与した創業件数 28件 17件

当金庫が関与した第二創業件数 1件 5件

※1 創業・・・・・創業計画の策定支援、創業期取引先への融資、政府系金融機関等の紹介、ベンチャー企業への投融資・助成金

※2 第二創業・・・既に事業を営んでいる企業の後継者等が新規事業を開始すること、抜本的な事業再生によって企業が業種を変えて再建すること

※メイン先…当金庫の融資残高が最も多い先（取引先グループベース）



３．具体的な取組内容について

■当金庫が貸付条件の変更を行っている中小企業の経営改善計画の進捗状況
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条件変更総数 好調先 順調先

不調先

経営改善計画
作成先

経営改善計画
未作成先

2024年度 85社 2社 29社 11社 43社

2025年度 73社 3社 25社 9社 36社

※1 好調先・・・売上高、キャッシュフローの両方が計画比120%以上の先
※2 順調先・・・売上高、キャッシュフローの両方が計画比80%以上120%未満の先
※3 不調先・・・売上高、キャッシュフローの両方が計画比80%未満の先

共通ベンチマーク

当金庫では、公的機関や外部専門家等との連携を深め、条件変更先の経営改善に積極的に取り組んでいます。

当金庫が貸付条件の変更を行っている中小企業の経営改善計画の進捗状況は以下のとおりです。



３．具体的な取組内容について

■経営改善支援の取組状況

期初
債務者数

A

うち
経営改善支
援取組先数

(a)

経営改善
支援

取組率

(a)/A

ランク
アップ率

(b)/(a)

再生計画
策定率

(d)/(a)

(a)のうち
期末に債務者
区分がランク
アップした

先数
(b)

(a)のうち
期末に債務者
区分が変化し
なかった先数

(c)

(a)のうち
再生計画を

策定した先数

(d)

236 19 － 17 18 8.05％ － 94.73％

※1 期初債務者数及び債務者区分は、2025年4月当初時点で整理しています。

※2 債務者数、経営改善支援取組先数は、中小企業者（個人事業主を含む）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先は含みません。

※3 (b)には、当期末の債務者区分が期初よりランクアップした先数を記載しています。

   なお、経営改善支援取組先で期中に完済した債務者は(a)に含め、(b)に含みません。

※4 期初の債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末に「うちその他要注意先」にランクアップした場合は(b)に含みます。

※5 期初に存在した債務者で期中に新たに「経営改善支援取組先」に選定した債務者については（仮に選定時の債務者区分が期初の債務者区分

と異なっていたとしても）期初の債務者区分に従って整理しています。

※6 期中に新たに取引を開始した取引先については、本表に含みません。

※7 (c)には、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先数を記載しています。

※8 「再生計画を策定した先数d」＝「中小企業再生支援協議会の再生計画策定先」＋「RCCの支援決定先」＋「金融機関独自の再生計画策定先」
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2025年度は、経営支援対象19先を選定し、営業店と融資部が一体となって、経営のご相談や資金繰り等の改善を支援しました。

経営改善支援等の取組実績(正常先を除く)は、以下のとおりです。



３．具体的な取組内容について
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（2）取引先企業に対するコンサルティング機能の発揮

■事業性評価に基づく融資を行っている先数・融資額 共通ベンチマーク

与信先数及び残高
2024年度 2025年度

先数 融資残高 先数 融資残高

事業性評価に基づく融資を行った与信先数及び残高 28先 7億円 33先 12億円

上記件数の全与信先及び当該与信先の融資残高に占める割合 1.6％ 1.1％ 2.0％ 1.7％

※1 「事業性評価に基づく融資」案件には協議中の案件も含みます。
※2 当金庫では、お客さまの様々なニーズや課題を把握するために、当金庫所定の「事業性評価・提案兼実績報告シート」を作成・活用しています。

■事業性評価に関する人材育成

お取引先の業種特性や、定量情報だけでなく、定性情報などを十分理解した上で、販路拡大や専門家・専門機関の紹介等様々な支

援を行い、経営改善・業容の拡大に取り組んでいます。

職員の目利き能力向上とコンサルティング機能の発揮に向けた

人材育成を目的に、2017年度から「事業性評価コンテスト」を

実施しています。各営業店の代表がプレゼンテーションを通じて

事業性評価の取組事例を競い合うことで、事業性評価の仕組みを

職員全体に定着させ、全体のレベルアップに取り組んでいます。

2025年度（第9回）は、5名の職員が調査分析力、表現力、課

題設定力、提案力などを競い、お取引先の課題解決に向けた取組

事例の発表を行いました。



３．具体的な取組内容について
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■取引先の本業支援に関連する外部派遣研修等の実施回数、研修等への参加者数、資格取得者数

本業支援に関連する主な資格 2024年度 2025年度

中小企業診断士 2人 2人

事業性評価３級（銀行業務検定） 24人 24人

事業性評価（金融検定） 3人 3人

経営支援アドバイザー２級（銀行業務検定） 7人 8人

事業承継アドバイザー（金融検定） 7人 7人

農業経営アドバイザー 6人 5人

選択ベンチマーク

当金庫では、「計画的かつ戦略的な人材育成による、職員の能力・スキル向上」という主要課題に沿って、全国信用金庫協会

(全信協)及び中国地区信用金庫協会(中信協)が主催する研修や、外部講師を招聘しての集合研修を計画的に実施し、役職員の課

題解決能力の向上に取り組んでいます。

2025年度の主な実施内容

外部派遣研修

● 債権管理回収講座（中信協） ● 日本政策金融公庫 創業支援能力向上研修（全信協）

● 貸出審査能力養成講座（中信協） ● 営業力強化のための対話力・質問力養成講座（中信協）

● 融資渉外実践講座（中信協）

金庫内研修

● 2025年6月 事業継承研修（13名）  ● 2025年10月 経営改善計画の実務研修（10名）

● 2025年7月 若手職員向け融資研修（12名）  ● 2025年10月 中小機構主催勉強会（20名）

● 2025年9月 知的財産・ビジネスマッチング勉強会（16名）

 ※（カッコ）は参加人数

【研修等】

【資格取得者数】



３．具体的な取組内容について
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■公的機関との連携

お取引先の新たな事業展開へ向け、中小企業活性化協議会及びとっとり企業支援ネットワーク等と連携を図り、経営改善支

援に取り組んでいます。

2024年度 2025年度

中小企業活性化協議会 3件 4件

とっとり企業支援ネットワーク 3件 3件

■信用保証協会との連携

2024年度 2025年度

保証協会付融資残高 229億円 202億円

うち100％保証残高 98億円 69億円

中小企業向け融資に占める保証協会付融資の割合 34.8％ 29.6％

選択ベンチマーク

選択ベンチマーク

鳥取・兵庫両県の信用保証協会と連携し、お取引先のステージに応じ、円滑な資金供給に努めています。

【連携支援の実績件数】



３．具体的な取組内容について

（3）地方創生への積極的な参加
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■第27回 お取引先新入社員研修会を開催

当金庫では、お取引先の新入社員を対象として、社会人に必要なマ
ナーや 心構えを学ぶ新入社員研修会を開催しています。

2025年度は35名の新入社員の方にご参加いただきました。研修では、
社会人の基本的な心構えや会話・言葉づかいなど、実践的なマナーを学
んでいただきました。

第27回お取引先新入社員研修会（2025年4月）

■智頭町CHIPs連携協定式

当金庫は、智頭町・地域金融機関・商工団体等とともに、起業や持続可能
な事業創出の伴走支援に向け、CHIPs連携協定を締結しました。

「CHIPs」とは、CHIZU Incubation Platformの略であり、智頭町が内閣
府の支援（デジタル田園都市国家構想推進交付金地方創生推進タイプ）を受
けながら、地域の関係機関と連携して取り組む異業種・異分野共創事業のプ
ラットフォームです。今後、智頭町内で起業・創業される方を、関係者が連
携しながらサポートしていきます。

智頭町CHIPs連携協定式（2025年4月）



３．具体的な取組内容について
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当金庫は、鳥取砂丘ビジターセンターにて、「山陰海岸ジ
オパーク応援定期預金」寄付金贈呈式を行いました。

今回2024年に山陰海岸ジオパークがユネスコ世界ジオ
パークに再認定されたことを祝し、「山陰海岸ジオパーク応
援定期預金」（取扱期間：2024年12月2日～2025年2月28
日）を販売しました。

この定期預金は、預入額の0.03％に相当する金額を、山陰
海岸ジオパークを応援する活動に寄付することを目的とした
ものです。今般、鳥取市、岩美町、新温泉町の各自治体が取
り組む山陰海岸ジオパークの応援活動に寄付させていただき
ました。

■「山陰海岸ジオパーク応援定期預金」寄付金贈呈式

「山陰海岸ジオパーク応援定期預金」寄付金贈呈式（2025年7月）

■とりしんユニオン講演会を開催

当金庫は、ホテルニューオータニ鳥取にて「とりしんユニオン講演会」
を開催しました。

当日は、千田 嘉博 先生を講師にお迎えし「城郭から読み解く日本の
歴史」の演題にてご講演いただきました。

当日は150名を超えるお客さまのご出席をいただき、盛況のうちに終え
ることができました。

参加された方からは「日本だけでなく、世界のお城の変遷の歴史を学べ
た」「鳥取城の話もあり、大変興味深かった」など、大変ご好評をいただ
きました。

とりしんユニオン講演会（2025年6月）



３．具体的な取組内容について
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当金庫では、地域貢献活動の一環として鳥取砂丘の除草活動を行っております。この取組みは平成22年から地域貢献活動の一
環として毎年行っており、2025年で14回目となります。

当日は役職員142名が参加し、除草やごみ拾いなど環境美化活動に汗を流しました。

■鳥取砂丘除草ボランティア活動

鳥取砂丘除草ボランティア（2025年7月）



３．具体的な取組内容について

当金庫では、地元の中小企業で働いている従業員の皆さまの福利厚生サービスの充実

の一助となるよう、「職域サポート契約」を締結していただいた企業の従業員の皆さま

に、預金・貸出金等の優遇サービスを実施しています。
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職域サポート契約 2024年度 2025年度

契約先数 1,617先 1,653先

対象従業員数 30,897人 31,061人

（4）中小企業向け福利厚生支援への取組み

■職域サポート契約先企業の拡大 独自ベンチマーク

※１ 契約対象企業…従業員5名以上の中小企業・個人事業者
※２ 各種優遇サービス

①職域ローン
「職域フリーローン（WEB完結）」「職域サポートローン「絆」」
「職域マイカーローン」「職域教育ローン」「職域リフォームローン」等 優遇ローンの提供

②「職域サポート積金」や定期預金金利上乗せの適用（キャンペーン期間中）

職域ローン 2024年度 2025年度

実行件数 45件 36件

実行金額 91百万円 89百万円



■経営情報、地域密着型金融への取組みに関する情報発信

３．具体的な取組内容について

（5）地域や当金庫利用者に対する積極的な情報発信
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■景気動向調査

当金庫では、四半期毎に景気動向調査を実施しています。調査はこれまで101回（2026年6月末時点）を数え、鳥取県東部・

中部並びに兵庫県但馬地区の中小企業の景気動向に関する情報提供を行っています。

なお、2025年度は下記の特別調査を実施しました。

＜特別調査＞

● 米国による関税措置について（2025年6月）

● 賃金動向について（2025年9月）

● デジタル化への取組みについて（2025年12月）

● 補助金等の公的施策の活用について（2026年3月）

当金庫の決算状況、リスク管理・コンプライアンス体制等の経営情報、地域密着型金融、地域貢献への取組状況等をまと

めたディスクロージャー誌（年１回）、業務報告兼ミニ・ディスクロージャー誌（年1回）及び半期開示レポート（年1回）

を発行しています。

また、お客さまへの重要なお知らせや預金・ローン商品などの最新情報につきましては、ホームページ上で随時更新してい

ます。
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